
           

 

藤沢市猫不妊・去勢手術補助金交付要綱 

制定 平成 ５年 ４月 １日 

改正 令和 ８年 ４月 １日 

(趣旨) 

第１条 市長は、猫の不妊・去勢手術（以下「手術」という。）を普及することにより、飼い主の

いない猫の増加及び猫による生活環境の悪化の防止を図るため、手術の額の一部に対し、藤沢

市補助金交付規則（昭和３５年藤沢市規則第１１号）及びこの要綱に基づき、予算の範囲内に

おいて、補助金を交付する。 

(補助の対象者) 

第２条 この要綱に基づく補助金の交付を受けることができる者は、次のすべてを満たす者とす

る。 

(1) 藤沢市内に住所を有している者 

(2) 市税を滞納していない者 

(補助の対象) 

第３条 この要綱に基づく補助の対象となる手術は、次の各号の要件をすべて満たすものとする。 

(1) 藤沢市獣医師会に所属する獣医師が実施するもの 

(2) 藤沢市内で飼養されている飼い猫（以下「飼い猫」という。）または藤沢市内で屋外に生息

する飼い主のいない猫（以下「飼い主のいない猫」という。）に対し実施するもの 

(3) 申請日から起算して原則１４日経過以降に実施するもの 

２ この要綱に基づく補助の対象となる手術の件数の上限は、同一年度につき次の各号のとお

りとする。ただし、各号の合計件数は、３件を上限とする。 

(1)  飼い猫を対象とする手術の場合、１世帯につき１件 

(2)  飼い主のいない猫を対象とする手術の場合、１世帯につき３件 

(補助金額) 

第４条 補助金額は、次の各号のとおりとする。 

(1)  飼い猫を対象とした手術の補助金額は、１匹につきオス２，０００円、メス３，０００円

とする。 

(2)  飼い主のいない猫を対象とした手術の補助金額は、１匹につき、オス６，０００円、メス

８，０００円とする。 

 (補助金交付の申請手続) 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、猫不妊・去勢手術補助金交付申請書（第１号様式）

をあらかじめ市長に提出しなければならない。 

 (補助金交付の決定) 

第６条 市長は、前条の規定により、補助金交付の申請があったときは、審査の上、交付の可否を

決定し、適当と認めるものについては、猫不妊・去勢手術補助金交付決定通知書（第２号様式。

以下「決定通知書」という。）により、当該申請者に通知するものとする。 

 ２ 市長は、前項の審査の結果、補助金の交付をしないことと決定したときは、当該申請者に

対し、その旨を通知するものとする。 



           

 

３ 補助金交付の決定を受けた者は、交付決定日から起算して３月以内に当該決定に係る手術

を実施しなければならない。ただし、当該手術の実施日は、交付決定日の属する年度の末日を

超えないものとする。 

(申請事項の変更等) 

第７条 補助金交付の決定を受けた者は、 当該決定に係る事項を変更しようとするときは、猫不

妊・去勢手術補助金交付申請事項変更承認申請書（第３号様式）を提出しなければならない。た

だし、市長が特に認める場合は、この限りでない。 

 ２ 市長は、前項の申請があったときは、審査の上、その適否を決定し、適当と認めるものにつ

いては、猫不妊・去勢手術補助金交付申請事項変更承認通知書（第４号様式）により、当該申請

者に通知するものとする。 

 ３ 市長は、前項の審査の結果、変更の承認をしないことと決定したときは、当該申請者に対

し、その旨を通知するものとする。 

 (手術の中止) 

第８条 補助金交付の決定を受けた者は、当該決定に係る手術を中止したときは、猫不妊・去勢

手術中止届（第５号様式）を提出しなければならない。 

(報告事務並びに補助金の請求及び受領の委任) 

第９条 補助金交付の決定を受けた者は、手術実施後、猫不妊・去勢手術完了届（第６号様式）に

請求書を添えて速やかに報告するものとする。この場合、報告事務を藤沢市獣医師会会員に、

補助金の請求及び補助金の受領を手術実施動物病院の開設者に委任するものとする。 

(補助金の交付) 

第１０条 市長は、前条の規定により請求を受けたときは、審査をし、適正と認めた場合は、速や

かに補助金を交付するものとする。 

(補則) 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、猫不妊・去勢手術補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 



           

 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 市長は、平成２７年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え、その結果

について必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱の一部改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 市長は、平成３０年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え、その結果

について必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱の一部改正は、平成２９年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 市長は、平成３３年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え、その結果 

について必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 市長は、令和６年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え、その結果に

ついて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

この要綱の一部改正は、令和５年１０月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 市長は、令和９年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え、その結果に

ついて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 



           

 

この要綱の一部改正は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱の一部改正は、令和８年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱の一部改正は、令和８年４月１日から施行する。 

 


